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１．はじめに 

 2014 年に公表された「持続可能な開発のための

地理教育に関するルツェルン宣言」では，地球規模

の課題に対して地理学が果たす役割が述べられ，情

報通信技術（ICT）の重要性が指摘された．この宣言

の中で，その導入のためには教育現場における ICT

インフラ整備が不十分であることや，現職教員の技

能不足などが問題として指摘されており，学生の能

力向上に対する支援が目標達成に必要であるとされ

た． 

その後，日本では文部科学省による GIGA スクー

ル構想が進められ，さらに COVID-19 下における新

しい教育の在り方を模索するうえで，教育現場にお

ける ICT 活用が進められた．また ICT を取り巻く環

境は常に変化しており，クラウド・ビックデータ解

析・AI・XR といった新しい技術が開発されては活

用が進められている． 

この中で XR 技術は現実空間とは異なる空間を構

築することのできる技術であり，すでに防災・減災

分野で活用されている技術である．Bernhardt ら

（2019）は，米国東海岸におけるハリケーン被害を

VR によって再現し体験させることによって，災害

に対する危機感を向上させるといった結果を示した． 

2022 年度から高等学校では，地理総合が必修科目

として設定された．その学習指導要領では目標(1)に，

防災への理解とともに，その手段として地図や地理

情報システムを活用する技能を身に付けることを目

標としている（文部科学省，2018）．また目標(3)では

地域性に応じた防災教育の必要性が示されている．

高校地歴教員免許取得要件にもなっている大学地理

教育において，防災・減災教育における ICT 及び地

理空間情報の活用方法を提示する必要があると考え

られる． 

そこで本研究は ICT 及び WebVR 技術を用いた防

災教育システムを大学地理教育の現場において運用

することによって，学生に対するその効果を明らか

にし，システム運用における課題と利活用法を検討

することを目的とする． 

 

２．研究方法及び運用対象大学 

2.1．研究方法 

本研究はまず防災教育システムを援用し，札幌市
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内にある 2 つの大学において計 193 名の大学生を対

象として，函館市の観光地における避難体験を実施

する．この際，避難条件に差異を設けることにより，

大学間の受講生における災害時の避難に関する意識

の違いを，アンケート回答結果から明らかにする．

その結果から，大学地理教育における防災教育シス

テムの利活用法及び課題を検討する． 

対象地域は北海道函館市に位置する観光名所の 1

つである金森倉庫周辺である．2020 年度国勢調査速

報値での人口は251,271人であり，道内では札幌市，

旭川市に次ぐ第 3 の都市である．事前に避難体験参

加者に対して行った「北海道内で最も訪ねたい市町

村」というアンケートにおいて，参加者の半数以上

が函館市を挙げており，函館市は学生の防災・減災

を考える上でも重要な地域である． 

 

2.2．WebVR 技術を用いた疑似避難訓練システム 

本研究で運用する防災教育システムは，WebVR 技

術を用いた疑似避難訓練システム（VET システム）

である．VET システムは Google 社が運用する

GoogleStreetView のように，ブラウザ上で 360 度画

像を表示し，選択された経路に応じて周囲の画像を

変更していく仕組みである． 

疑似避難訓練参加者が最短避難経路から外れた場

合は，VET システムが警告を表示し適切なルートを

選択するよう促す．参加者の避難行動ログはサーバ

上に保存され，WebGIS 上に可視化することができ

る．また可視化する際に，VET システムは関係する

災害関連地理空間情報を活用することにより，災害

情報を合わせて可視化することができる． 

 VET システムは，Mozilla がサポートする WebVR

フレームワークであるA-Frameを援用して開発され

たシステムである．VirtualPrivateServer（VPS）上に

構築された LAMP（Linax,ApacheWebServer,MySql, 

PHP）環境下に Web システムとして配置される．ユ

ーザは Web ブラウザを介してシステムにアクセス

し，WebVR を体験することができる． 

 

３．研究方法及び運用対象大学 

3.1．VET システム運用結果 

先にも述べたように，A 大学と B 大学では避難す

る区域は同じであるものの，WebVR 上で表示される

内容が異なる．A 大学は昼を想定し，B 大学は夜を

想定した周辺画像が表示される．図 1 及び図 2 はそ

れぞれのシステム上で表示される周辺画像の一部で

ある． 

 

(a) 昼間 

 

(b) 夜間 

図 1 開始地点から見た函館山 

 

 まず開始地点から避難目標として想定されるのは，

標高の高い函館山か，津波避難ビルに指定されてい

るホテル・ラビスタ函館ベイである．A 大学では，

函館山とラビスタ函館ベイの両方がはっきりと確認

できる．しかし B 大学は，函館山は確認しづらく，

逆にラビスタ函館ベイは照明がありはっきりと確認

できる．函館に滞在したことのある学生であれば，

現在位置から函館山の位置を推測することができる．

しかし，函館を訪れたことのない参加者にとっては，

函館山の存在が認識できない状況となる． 
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(a) 昼間 

 

(b) 夜間 

図 2 開始地点から見たラビスタ函館ベイ 

 

 このような状況の中で，それぞれの大学の学生が

疑似避難体験をどのように捉えたかを知るために，

疑似避難訓練後にアンケートを取った．まず「避難

体験アプリでは，迅速な避難ができたと思います

か？」という質問に対して，A 大学は 63.3％の学生

が「はい」と答えた．B 大学では 56.1％の学生が「は

い」と答えた．どちらの大学も「はい」と答えた学

生の割合が「いいえ」に対して高くなったが，B 大

学の方が「いいえ」と答えた学生の割合が A 大学に

比べ若干高くなった．B 大学で「いいえ」と答えた

学生の選択理由として，夜間のため山や海といった

周辺の地形を把握できなかったという意見が多く見

られる． 

 次に「体験アプリでは最終的にどこに避難しまし

たか？」という質問に対して，A 大学は 73.1％の学

生が「函館山」と答えた（図 3）．B 大学の場合は「函

館山」と答えた学生が 51.8%である．「津波避難ビル

（ラビスタ函館ベイ）」と答えた学生が 42.1%と，A

大学の 25.3%よりも割合が高い．B 大学の場合は夜

間で函館山が確認できず，照明が確認できるラビス

タ函館ベイを避難目標と定めた学生が多い． 

 

 
図 3 避難先に対するアンケート調査結果 

 

 
図 4 避難行動時の重要項目に対する 

アンケート調査結果 

 

 最後に「避難行動を考える上で最も重要だと思っ

たことはなんですか？」という質問に対して，「避難

所位置の確認」「避難ルートの確認」「避難行動の速

さ」「周囲の人とのコミュニケーション」「災害情報

収集の手段」「事前の防災学習」「その他」という 7

つの選択肢から学生が選択した結果を見ていく（図

4）．A 大学は 39.2%の学生が「避難行動の速さ」を

選択しており，割合が最も高くなった．次いで「避

難ルートの確認（24.1%）」「避難所位置の確認

（12.7%）」である． 

対して B 大学は「避難ルートの確認」が 30.7％で
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最も高く，次いで「避難行動の速さ（29.8％）」「避難

所位置の確認（27.2％）」である．このことから同じ

疑似避難体験であっても，周辺状況が異なるだけで

学生の体験から得られる考え方が異なることが明ら

かとなった． 

 

3.2．防災教育システムの課題と活用方法の検討 

疑似避難体験の状況に応じて，体験者の得られる

考え方が異なるということはシステム運用上の課題

になる．防災・減災学習において，身近な地域の災

害リスクを知るとともに，対策として「避難所位置

の確認」「避難ルートの確認」「避難行動の速さ」は

どれも重要な要素である．しかし，状況に応じてこ

れらの重要性に過度のバイアスがかかることが懸念

される． 

 このような考え方の差異を平均化する方法の一つ

として，体験の共有を行い，それぞれの状況に応じ

た避難に対する考え方を再び見直す機会を設けるこ

とが考えられる．VET システムは，それぞれの大学

におけるログ情報を保持しており，避難行動を再現

し可視化する機能を有している． 

 A 大学において B 大学の記録を提示し，また B 大

学においては A 大学の記録を提示することによっ

て，それぞれの学生に状況に応じた避難行動に対す

る意識の差異を認識させることができれば，学生は

様々な状況に応じた避難行動を考えることができる．

この様々な状況とは，昼と夜だけに限らない． 

 新学習指導要領では，地理総合の中で地域性に合

わせた防災を考えることを内容に含めている．例え

ば北海道の場合は，積雪期があり夏と冬では周辺状

況が異なる．地理総合のカリキュラムの中で，防災

は学習内容の後半に位置付けられている．そのため，

北海道において災害を学習する時期は積雪期である

ことが想定される．積雪期に非積雪期における状況

の違いを意識するという点においても，VET システ

ムによる体験型学習は有効であると考える． 

 

４．おわりに 

本研究は ICT 及び WebVR 技術を用いた防災教育

システムを大学地理教育の現場において運用するこ

とによって，学生に対するその効果を明らかにし，

システム運用における課題と利活用法を検討するこ

とを目的とした． 

システムを通して昼夜という異なる状況における

疑似避難を体験した学生は，状況に応じて避難行動

に対する意識の差異が表れることが明らかとなった．

昼間の避難では避難目標がはっきりしているため，

避難速度を重要視する傾向にあった．夜間の場合は

避難目標が定まらず迷うという結果が見られ，避難

速度とともに避難所の位置やルートを重要視する傾

向にあった． 

そして VET システムによる避難体験を共有する

ことによって，状況に応じた避難における各要素の

重要性を認識することでき，地域性に応じた防災・

減災を考える契機となることが期待できるなどの活

用法が考えられた． 

今後は積雪期などの多様な状況を再現し疑似避難

体験することでデータを収集するとともに，それら

の体験を共有するプラットフォームの開発や，シス

テムを活用した新たな教材を開発することを検討し

ていく． 

 

付記 

 本研究は，文部科学省「災害の軽減に貢献するための地

震火山観測研究計画（第二次）」，JSPS 科研費（基盤研究

C）「ブラックアウト・ホワイトアウトを考慮した千島海溝

地震の津波避難モデル構築」（代表者：橋本雄一，課題番

号 22K01040）における成果の一部である． 
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